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研究成果の概要（和文）：内戦復興後のネパールは、国際社会、特に米国にとってはその対外政

策上、概ね政治的安定に近づきつつあるという評価にあり、ジェンダー的課題に対する支援に

ついては、内政干渉とされる批判を懸念し、若い女性に対する教育機会の拡大というニュート

ラルな政策に留まっている。一方、ネパールでは、女性国会議員が増加しているものの、彼ら

は政党内部で中心的な位置を占めてはおらず、国会議員としての影響力の行使も、極めて限定

的であることがわかった。ネパール女性の政治的経験とその学習プロセスは、議会選挙におけ

るクォータ制の利を活用しつつ、当面は、自助努力の中で継承せざるを得ないであろう。 
 
研究成果の概要（英文）：International society, specifically the United States, has closely 
observed and evaluated the peace building process of some nations which experienced a 
civil war. Nepal is generally accepted by the United States and other nations as restoring 
peace and gaining political stability. The US support to Nepal in recent years, therefore, 
is limited to the civilian aid, namely offering the increased educational opportunities 
to younger women. A lot of international agencies give support to Nepal for its political 
stability, disarmament, social inclusion, and so on. But they do not seem to pay much 
attention to gender issues in Nepal, avoiding the accusation as internal interference 
to the country. Although Nepali women’s chances to join politics have increased and the 
gender gap in economic status as well has been narrowed, many women in the Assembly do 
not play a leading role in their political parties, nor do they rarely exert their 
political clout.   
 Nepali women’s political development will depend on their self-supportive efforts, 
taking advantage of the “quota-system” that would make possible more women’s entry 
into politics.  
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１．研究開始当初の背景 

(1) 有権者としての女性の政治参加は、選挙

権・被選挙権を含む参政権という制度的な権

利保障として、主に 20 世紀を通して各国で

確立されてきた。特に 20 世紀後半には、先

進諸国だけではなく発展途上国においても、

女性の参政権は当然の市民権として認識さ

れるようになった。女性の社会的活動に対し

て宗教的戒律が特に厳しいとされる湾岸諸

国においても、21 世紀に入り女性は相次いで

参政権を獲得している。 

 とはいえ、発展途上国においては、女性に

よる参政権の行使の範囲は、概して選挙にお

ける投票行動に留まり、政府に対する要求運

動や批判活動などの政治活動への参加は抑

制されがちである。さらに、複数の民族を抱

える発展途上国の中には、民族やさらにジェ

ンダーによって教育格差や経済格差が生じ、

そうした格差が、自由な政治活動を展開でき

る層と政治活動から除外される層とに市民

と性を分断しているといえるだろう。前者は

マジョリティとして政治経済の中枢を占め、

後者はマイノリティとして周辺化されてい

る。女性であればジェンダーによる格差が加

わり、同じ階層にあっても男性と同様の権利

を十全に享受できるわけではない。 

 

(2) ネパールにおいては、1951 年の王政復古

と共に女性にも参政権が付与されたが、カー

ストの階層の壁は厚く、ダリットとよばれる

低カーストの中でも特に女性たちには、選挙

によって政治代表を選択するチャンスを持

つことも、また政党から得票の対象として期

待されることもなかった。このように極めて

強い疎外状況の中では、抑圧的な政治環境に

対する異議申し立てを含む政府に対する直

接的要求運動などは、従来であれば彼女たち

には思いもよらなかったに違いない。しかし

ながら、1996 年から 2006 年のほぼ 10 年間の

内戦を経て、社会秩序の再構成が開始される

と同時に、他の多くの政治主体と同様、女性

たちもまた新たな政治主体としてその地位

の確立を主張し始めたのである。 

 

(3) マイノリティの女性たちが政治活動を

展開する姿は、20 年前には見られなかった光

景である。こうした女性達の政治参画・人権

運動の展開は、紛争と無関係とは考えにくい。

戦争や内戦、自然災害や経済危機など、それ

までの社会制度やシステムを崩壊し転換し

うる大きなエネルギーを持つ出来事は、人々

の社会生活に様々な影響をもたらす。ネパー

ルにおける内戦が低カーストの女性たちに

意識改革のチャンスを与え、社会的ヒエラル

キーとジェンダー秩序の転換を促す契機に

なったことは想像に難くない。 

 

(4) 紛争とジェンダーについては、女性が受

ける悲劇的な状況についての先行研究は少

なくない。しかし紛争や経済危機等を、ジェ

ンダー構造の転換点として分析している研

究は、紛争と絡めながら変容しつつある女性

の生き方を描いた研究（例えば高桑 2004）や、

経済危機や社会的危機がジェンダー関係の

転換をもたらすことに言及した研究（例えば

大沢 2002、Arnold1988）、また、アフリカの

政治的混乱期における女性の政治参加を扱

った研究（例えば遠藤 1994）などがあるもの

の、必ずしもその蓄積が豊かとはいい難い。 

 

２．研究の目的 

(1) 本研究は、紛争を、社会を動かし既存の

ジェンダー構造を転換するエネルギーを持

つダイナミックスのひとつとして捉え、特に

女性の政治参画を生み出す転換点として着

目する。すなわち、それまで、政治と遠い世

界に生きてきた女性たちを政治運動や人権

運動に駆り立てた要因を、ネパール国内の民

主化運動や国際的な人権擁護運動との連携、

あるいは先進国 NGO等の支援の中に見出そう

とするものである。具体的には、ネパールを

フィールドに、実証的な調査研究を行う。 

 

(2) ネパールをケーススタディとして、政治

とかけ離れた世界に生きてきた女性たちを

政治運動や人権運動へと駆り立てる要因を、

紛争、民主化運動、国際的な NGO 支援の中に

見いだし、紛争を女性の政治参画を生み出す

転換点として捉えることにより、紛争とジェ

ンダー研究への新たな視点を提供すること

にある。 

 

３．研究の方法 

(1) 本研究は、ネパールをフィールドとして

事例を中心に実証研究を行うものである。調

査研究期間としては３年間を予定している。

研究期間内に、下記の点について、明らかに

するものである。 

①女性から見た紛争の 10 年、特に、紛争に

よって被った被害と政治に翻弄される女性

にとっての紛争の歴史 

②女性たちが紛争後に展開する政治活動 



③政治活動に参加する女性たちの特徴 

④政治活動に参加する女性たちのネットワ

ーク 

⑤女性たちの政治活動を促進した社会文化

的要因。活動による女性たちの生活への影響

と人生観の変容 

⑥女性たちの政治活動に対する社会の反応

と、ネパール社会へもたらすインパクト 

 

(2) ネパールにおいて、紛争勃発前、紛争中、

紛争終結後に見られる女性団体による政治

的活動を整理した上で、紛争終結後の女性団

体の活動の特徴を明らかにする。加えて、こ

れらの期間にわたって、国連や国際的な支援

団体のコミットメントがどの程度のインパ

クトを与えたかを明らかにする。その上で、

紛争終結後、活発に活動する女性団体を取り

上げ、活動の目的や内容を把握すると共に、

参加者個々人に対する聴取り調査を行い、政

治運動、人権運動に参加し得た背景、及び、

同運動による人生・生活への影響を分析する。

また、運動に参加する女性にナラティブ・イ

ンタビューを行い、紛争は個々人にとって何

をもたらしたかを分析する。 

 

(3) 調査は、主に聴取り調査と参与観察を中

心に行い、半構造的インタビュー方法を用い

て、活動に参加する女性たちの社会階層、家

族構成や教育水準、経済状況などを掌握した

上で、活動に参加するきっかけと活動による

ライフスタイルの変容を掌握する。 

 

４．研究成果 

(1) 女性団体の活動を概観すべく、新たに政

治活動を展開し始めたグループに密着し、グ

ループ間ネットワーク、グループ内ネットワ

ーク、そして、活動を支える背景についての

聴取り調査を行った。その結果、民族・カー

ストといった属性によって組織された、言わ

ば、従来型の女性グループが、既存の枠組み

を越えて、グループ間ネットワークを構築し

政治活動に参画していること、またそれらの

女性ネットワークが、政権与党等の政治団体

の支援を受けることなく、政党と距離を保ち

ながら活動していることがわかった。さらに、

活動する女性リーダーたちの特徴も明らかに

なってきた。教育歴の高さ、地元での NGO 活

動経験や、首都カトマンズでの国際 NGO 活動

経験があること、そして、NGO 活動に従事し

ていく中で高等教育を受ける機会を得たこと

等、家庭環境、特に生家の環境が、NGO 活動

への参加を左右する大きな要素となっている

ことなどが、特徴として浮かび上がってきた。 

(2) 2007 年 9 月、低カーストゆえに社会から

疎外されているダリット女性の中でも、「売春

を生業とする女性たち」と表象され、二重に

虐げられてきたバディと呼ばれる女性達が、

数百キロ離れた遠方から国会議事堂に押し掛

け、デモや座り込みをして、自分たちの政治

的権利や人権要求運動を展開した。それを可

能にした要因の一つに、彼女たちのリーダー

である U氏が、組織をまとめる際に重要なカ

リスマ的資質を備えた人物であったことが挙

げられ、二つには、彼女たちが以前より続け

てきた地元での政治活動の経験が挙げられよ

う。最後に、国会議事堂に押し掛ける際には、

その後ろ盾として、ある男性ジャーナリスト

の存在があったことがわかっている。 

 

(3) 紛争後の制憲議会で議員として参加する

女性に密着し、政治活動を展開するに至った

経緯、政治活動を可能にした資源、政治活動

による生活の変化、そして、女性たちにとっ

ての紛争と政治活動の結びつき等について聴

取り調査を行った。その結果、制憲議会で活

動する女性の多くが、農村部の出身であり、

民族やカーストも多岐に渡ることがわかった。

また、紛争中は、マオイスト派の議員の場合

は人民解放軍の一員として、国民会議派の議

員の場合は、人民解放軍の攻撃対象となる政

治活動家として、それぞれ活動していたこと

も明らかになった。貧しい農村部にあっても

苦労して教育を受けることが可能な家庭に育

ったこと、小さな頃から民族格差・カースト

格差・経済格差のある社会に疑問を感じてい

たこと、若手の政治活動家たちの集まりやNGO

活動に参加していたこと、そして、政党の地

方支部で実績を積みながら中央に進出し、政

治活動をするに至った経緯等が特徴として浮

かび上がってきた。 

 

(4) 女性議員の場合、小選挙区制直接選挙で

の当選率は低く、困難な選挙を強いられてい

たことがわかった。女性議員の多くが比例代

表制によって選出されており、クォータ制を

取り入れているがゆえに議員として登用され

ていた。 

 クォータ制によって国会議員となった女性

たちは、内戦中も内戦以前にも多くの政党活

動を行っていた。マオイストの女性国会議員

は、内戦中兵士として戦うなど、政党員とし

ての実績を積んできている。国民会議派の議

員は、政党員として社会活動を積み上げる等、

女性が政治領域においても活動が可能である

ことを、長年、党の中央に対して示してきて

いることがわかった。 



(5)現在、制憲議会で政治活動をする女性たち

は、政治活動を行う中でジェンダー･ギャップ

を感じていること、それを改善するために、

党の壁を越えた女性政治家グループを組織化

しており、党を超えて、女性の直面している

問題の解決、女性の地位向上のための活動を

行っていることがわかった。 

 

（6）アジアの政治的安定は、アメリカ政府に

とっても重大な関心事である。そのネパール

政策について、国務省と USAID（米政府対外

援助局）のネパール担当官に聴取り調査を行

なった。彼らは、ネパールの政治的状況につ

いて、当然ながら現状を十分把握し、女性運

動の活発化についても認識していることが明

らかになった。彼らの認識によれば、ネパー

ルには、民主的選挙の結果に基づく安定的な

政権が樹立され、今後は政治的成熟を期待で

きるという。また、女性の政治参加は、民主

化プロセスに不可欠の要素であり、アメリカ

政府としては、農村部の若い女性に対する教

育機会の拡充などの支援を通して、民主政治

の安定的運営に貢献したいということであっ

た。ヒラリー・ローダム・クリントンという

フェミニスト政治家が国務長官に就任したこ

とから、途上国の女性に対する支援活動は、

これまで以上に促進されると思うが、ジェン

ダー格差の是正等への取組みは、伝統的文化

や価値に関わる諸問題を含むことから、内政

干渉の批判を受けないよう、慎重に対処して

いく考えであることが明らかになった。 
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